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１．協働時代のみどりの政策・施策 

1.1 みどりの政策・施策の現状 

 本稿で扱うみどりの政策・施策においても、近年の傾向である都市計画からまちづくり

へ、マスタープランからビジョン＆アクションプランへ、ツリー型からセミラティス型へ、

行政主体から官・民・市民協働へと大きな変化がみられる。国の政策や自治体の最上位計

画である緑の基本計画においても、都市公園の整備目標値を定めることを緩和し、都市公

園の誘致圏の考え方を示さないようになるなど、緑の総量確保に向けたマスタープラン型

の政策や施策の色合いが薄れてきている。全国の緑の基本計画を概観しても、総じて「量

から質へ」の転換を謳うものが多くみられ、特に市民生活に近い基礎自治体が定めるもの

であることや、成熟社会の到来における QOL（Quality of Life）の重視、地域の環境や社会

の多様さ・個性の重要性の観点から、必然的な潮流と感じられる。 

海外のみどりの政策・施策を見ても、例えば 1909 年に策定された Plan of Chicago では

D.Burnhamがシカゴ市を取り巻く緑の目標像を提示したのに対して、これを土台に 1998 年

に策定された City Space Plan はシカゴ市の公的機関とコミュニティ組織、市民によってつ

くられている。計画の構成も、オープンスペース確保のプログラムやプロジェクトも記載

された、計画とアクションプランが一体となった内容になっており、我が国の緑の基本計

画にも大きな示唆を与えた。未だに我が国では、予算確保の難しさから緑の総量を確保す

ることを断念する意味合いで「量から質へ」の転換を謳うものも散見されるが、City Space 

Planでは 90 年の時間と社会の変化では達成されなかった Plan of Chicago の目標を検証し、

予算や土地の確保の仕方から新たな戦略を構築し、官・民・市民の協働によって実現しよ

うとしている。具体的には、市を取り巻く大きな緑の構造確保は一定達成されているが、

中心部の緑の確保ができていないため、緑に関わる Special District である Chicago Park 

District と土地の獲得・開発・活用 NPO の協働によって新たな緑地を確保する内容になっ

ている（図１）１）。世田谷区を含む我が国の基礎自治体が、これまで達成できたことの土

台の上に、これまでできなかったことを克服し、新しい地域環境や社会の質を多様な主体

によって追求するためには、それが正しい選択なのか根拠に基づいて判断する EBPM の考

え方がより重要になる。 
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1.2 世田谷区みどりの基本計画 

 『世田谷区みどりの基本計画～世田谷みどり 33 をめざして』を概観すると、まず 2032 

年にみどり率 33％の達成をめざすという全体ポリシーが特筆に値する。東京 23 区内でも

高いみどり率を誇り、それを土台に更に「みどりの量と質の向上」を進めることで、住み

やすいまち、健康で安心して暮らせるまち、災害に強いまち、環境に配慮したまち、の実

現に資するみどりを目指すとしている（図３）2）。また、将来のイメージとして多摩川・国

分寺崖線エリア、住宅地エリア、市街地エリアごとに将来のイメージが提示され、多様な

みどりを協働によって確保する目標が共有されている。これらをネットワークさせること

も意図しており、緑に関連する最上位の計画に求められる内容を網羅している。 

 

 

 

図１ Plan of Chicago（1909）で目標とされたみどりの構造（左）

と、現在のみどりの状況（右）（出典：Google Map） 
図２ シカゴ市の 

みどりの獲得戦略 

図３「世田谷みどりの基本計画」のみどりの将来像 
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1.3 みどりの効果と機能 

 世田谷区みどりの基本計画にも、みどりの機能として環境の改善、水環境の保全、生き

ものの生息・生育環境、防災・減災、レクリエーション・遊びの場、健康増進、教育、風

景づくり、文化の醸成、コミュニティ形成があげられているが、改めてみどりの効果と機

能を整理する（図４）。 

 

 

 この図は公園緑地を対象に整理したものを基にしているが 3）、緑の基本計画で扱う「み

どり」全般にも対応している。まずみどりの効果として、みどりがあるから発現する存在

効果、みどりを利用することで発現する利用効果、みどりの利用を媒体として派生する媒

体効果がある。存在効果を発現する機能として都市の緩衝機能、防災機能、景観形成機能、

微気象・環境調節機能と生物多様性機能が、利用効果を発現する機能として保健休養機能

と生産機能が、媒体効果を発現する機能として文化・交流機能、健康福祉機能、教育・学

習機能、賑わい創出機能、コミュニティ形成機能、子育て支援機能と不動産価値向上機能

がある。図４にてそれぞれの機能の内容を参照していただくと、存在効果は主に整備によ

って、利用効果は主に運営によって、媒体効果は主に協働によって達成されうることがわ

かる。各主体の役割も、存在効果に近づくほど行政のような公的な主体が、媒体効果に近

づくほど NPO や市民団体などの半私的な主体が果たす部分が多くなる。また、その効果

は、存在効果はみどりがある場所（On Site）で発揮されるが、媒体効果はそれ以外の市民

生活の中（Off Site）でも発揮されることが多くなる。 

 これらをふまえて世田谷区みどりの基本計画を再見すると、５つの基本方針にみどりの

図４ みどりの効果と機能 
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機能がバランス良く割り振られている一方で、基本計画－４「みどりと関わる活動を増や

し、協働する」の内容がみどりを守り育てる活動中心になっており、不動産価値向上機能

に関する記載がほぼ無い感がある。協働によって媒体効果を発現させられることを前提に

すると、緑化団体などのみどりを守り育てる活動を支援することに加えて、みどりと関わ

ってこなかった子育てサークルや福祉団体、健康関連企業などに都市公園や農地、街路樹

を活用していただき、コミュニティ形成機能、健康福祉機能や子育て支援機能の実感によ

って、みどりへの関心や新たな活動を生み出す循環も考えられる。また、人口減少が進む

中では、不動産価値を向上または維持することが都市間競争に勝ち抜く要素の 1つになる

と想定され、みどりによる不動産価値向上機能も期待される。 

 これらを本稿の基本認識として、以下にみどりに関する EBPMについて研究事例を紹介

しつつ論じる。なお、EBPM に資する様々な論考や報告書が存在するが、本稿ではより客

観性を担保した根拠として、査読付き学術論文を中心に扱う。 

 

２．緑の存在効果と EBPM 

みどりの存在効果は、近年ではグリーンインフラ（以下、GIと記す）の概念で捉えられ

ることが多い。2007 年に EPA（環境保護庁）が Green Infrastructure Statement of Intent（GI

主旨書）を公表し 4）、2008 年から Green Infrastructure Strategic Agenda（GI戦略）5）が更新

されている米国の GI は、Storm Water 対策、すなわち近年増加している豪雨を含めた雨水

管理として実装されることが多い状況にある。従来のグレーインフラによる、短時間での

急激な水域への雨水流入、都市域の大気中や構造物の表面に付着した汚染物質の生物生息

空間への大量流入などを防止することが主眼とされている。欧州においては、GIは大気・

水質・土壌などの調整サービスから、生物の生息・生育地サービス、自然景観やレクリエ

ーションなどの文化的サービスに至る広範な生態系サービスを提供するための戦略的ネッ

トワークと捉えられている。遠藤 6）の研究にみられるように、米国都市の GI 計画や整備

の状況と課題からは、地下水位が高く地盤の透水性能が低い我が国の状況にあわせて、我

が国がとってきた治水のための雨水貯留と浸透を維持する地域と、雨水の浸透能を活かせ

る治水の問題が少ない地域で、施策や整備を使い分ける必要性が示唆されている。つまり、

我が国の気候や地盤の状況では、GIだけに頼ると安全面に懸念が生じる。多様な生態系サ

ービスを享受すべく、できるだけグレーインフラから GI に転換するためには、みどりの

環境調節機能と防災機能のバランスを高い次元でとるために健全な樹木（の根系）の生育

環境が前提となる。 

世田谷区みどりの基本計画においては、特に基本方針－１「水循環を支えるみどりを保

全する」と基本方針－３「街なかに多様なみどりをつくり、つなげる」で広範な生態系サ

ービスに対応し、世田谷区豪雨対策行動計画に GI の視点を取り入れ環境調節機能と防災

機能のバランスをとっており、存在効果のうち都市の緩衝機能、防災機能、生物多様性機
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能の確保に資する構成となっている。そのため、先に示したように都市公園や街路樹とい

った施設緑地において、調査データに基づいた植栽基盤の整備と根系誘導が課題となる 7）。

また、生物の生息・生育地として機能させるには、生物多様性が確保できる約 10ha、1ha、

4000 ㎡といった緑地の段階的な面積水準 8）や、小規模線状緑地がネットワークとして機能

するおおよそ約 500mの距離 9）などの基準を考慮しつつ、点在する公園緑地の植栽を在来

種に置き換える 10）などの措置をとることが求められる。防災機能として延焼防止を期待

するならば、街路樹は 5m 幅以上のオープンスペースや道路とのセットで高い効果を発揮

することがわかっており 11）、これをふまえると耐火建築の状況もあわせて合理的な防火区

画を設定することができる。景観形成機能については、評価の指標が緑被率から緑視率に

移行している全国的な傾向の中で、見慣れるよりも愛着が景観評価に大きく影響を与える

ことが知られている 12）。景観の「景」（見られる客体）を美しくつくることも大切である

が、「観」（見る主体）の生活とみどりをつなげる施策も、良好な景観づくりにとって効果

的であることは念頭に置いておきたい。微気象・環境調節機能については、樹木による生

態系サービスの評価ツールである i-Treeが世界的に広がり、我が国にも導入されつつある。

樹種、樹高、胸高直径などのデータを用いて、炭素蓄積・固定量、大気汚染物質除去、健

康被害軽減、雨水流出削減、人体の快適度などの生態系サービスの価値が算出できること

から（表１）13）、グリーンインフラとして街路樹にどれだけの予算をかけるかの根拠とし

ても活用が期待される。 

以上は、みどりの存在効果に関する EBPM に資する研究の一例であり、個別の根拠は枚

挙にいとまが無い。環境把握や評価の手法も、AI や VR、レーザー測量などの活用によっ

て大きく進展しているので、PDCA サイクルに Research と Vision を加えた RVPDCA サイ

クルの導入が推奨される。 

 

 

表１ 街路樹の各生態系サービスの貨幣価値推定（吹田市） 
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３．緑の利用効果と EBPM 

 みどりの利用効果のうち保健休養機能については、政策・施策としては公園緑地の運営

と深く関係する。協働の概念が定着し、指定管理者制度や公募設置管理制度（Park-PFI）が

都市公園の管理運営に導入された今日では、多様な主体が果たす役割を含めて計画・運営

の検証が進んでいる。 

まず、阪神・淡路大震災以降のボランティアや NPO の活動の高まりを受けて、協働の概

念が発達してきた（表２）。目的も立場も活動も同じくする「共同」（例えば花壇作りに活

動を特定した登録ボランティア）から、立場は異なれど同じ目的で同じ活動をする「協同」

（例えば子ども会による花壇活動）を経て、目的が同じならば異なる立場でやりたい活動

をする「協働」（例えば子育てサークルによるフリマ）に至り、多様な主体がこれまで行政

だけではできなかった活動を楽しみながら行っている。協働の概念が社会に浸透する初期

には、「やりたいことをやる」人材を募集した兵庫県立有馬富士公園の取り組みについて検

証が進み（図５）14）、活動の主体性を担保する目的意識や体制が把握され、制度の活用や

広報に課題があることもわかった。同様の検証は、市立の地区公園 15）から国営公園 16）ま

で様々なレベルでされており、コーディネーターの経験則に頼りがちな都市公園の運営面

に客観的な示唆を与えている。 

 

表２ 協働の概念 
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指定管理者制度の導入に際しては、制度の導入から 10 年を経た後でも行政の財政負担

の削減に重きが置かれており、民間ノウハウの活用を進めるための収入源や収益、評価の

あり方に関する知見が得られている 17）。また、指定管理者の構成団体に造園系団体を含む・

含まないによって、植物管理の目的や目標像の設定期間、技術面の課題、利用調整面にお

いて差があることが確認されており 18）、管理水準の低下を防ぐ公募方法に対して客観的な

根拠を与えている。以上は、全国的に指定管理者制度が導入される傾向にある広域公園～

中規模地区公園における知見であるが、今後進む可能性がある小規模な住区基幹公園群の

一括指定管理 19）については、より生活に近い効果と実現手法が検証されることが望まれ

る。 

公募設置管理制度（以下、Park-PFI と記す）の導入については、指定管理者制度よりも

民間事業者の提案の色合いが強く、経営面は 15 年～20 年の長期に渡って評価されるべき

であることから、まずは整備された収益施設の利用状況に関する研究が進んでいる。制度

の導入当初から施設の収益性と公園の公共性のトレードオフについて批判が生じる一方で、

図５ 兵庫県立有馬富士公園での活動を継続する条件 
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収益施設での購買と滞留行動には関係性が認められ、目隠しとなる樹木や分節化された空

間による公園利用者の棲み分けによって利用の好循環が生まれる可能性が指摘されてい

る 20）。これらの棲み分けを誘発する空間を Park-PFIの特定公園施設に指定することによっ

て、民間ノウハウによる利用の好循環を生み出すことが可能になると考えられる。また、

Park-PFI が導入される公園は、地域の魅力創出や活性化の核となることが意図されること

も多い。サウンディング型市場調査や公募の活用実態から、地方の中小都市での Park-PFI 

を契機とした地方創生の動きが確認できる 21）。また、少数であるが目的とする政策分野が

「地方の人の流れ」や「結婚・出産・子育て」である事例も見られ、次章で扱うみどりの

媒体効果に資する検証が待たれる。 

みどりの利用効果のうち生産機能については、都市の農地の維持・消失プロセスが解明

される中で、転用後に宅地となるケースが多い一方で、近年の傾向として福祉施設や公園

になるケースがあることや 22）、分区園や市民農園に加えて指導・作付計画付きの体験農園

や共同耕作など新たな「都市の農」に展開していることが確認されている 23）。これまであ

まり普及しなかった公園施設である分区園についても、指定管理者の元で身近な農空間と

して活用されている状況にあり、コミュニティ形成機能や健康福祉機能などの媒体効果へ

の波及が期待できる 24）。この研究成果や事例は、近年増加している農地付き公園や農園付

き公園を整備する際に、大いに参考になる。 

 

４．緑の媒体効果と EBPM 

 みどりの媒体効果のうち健康福祉機能は、2000 年にオーストラリアのパークス・ビクト

リアから始まった Healthy park, Healthy People 運動が世界に広がり、緑地における活動の健

康増進効果が検証され、世界的な公園管理運営の実務者組織であるWorld Urban Parks（WUP）

が Wellbeing Statement（図６-１～４）25）を出すに至るまで、世界的なトレンドの１つにな

っている。その概念は、心理的・社会的な安全性まで拡大することで、みどりの他の媒体

効果まで包括しており、国内の緑の基本計画のあり方や総合計画との接続に対して示唆に

富むものになっている。また、根拠となる研究が提示されていることから、EBPM として

も非常に参考になる。国内では、精神的・社会的健康に関する研究はまだ少なく、計画レ

ベルで検証結果を取り込める状況にはないが、続けて示すみどりの他の媒体効果によって

達成できる部分もある。 
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図６-１ ウェルビーイング一覧表１（日本語版から転載） 

図６-２ ウェルビーイング一覧表２（日本語版から転載） 
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図６-３ ウェルビーイング一覧表３（日本語版から転載） 

図６-４ ウェルビーイング一覧表４（日本語版から転載） 
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みどりの文化・交流機能の代表としては、都市・農村交流があげられる。まず、農作業

の体験に交流が加わることで、後の環境保全行動意欲が増すこと 26）を確認しておきたい。

この効果は、都市での気軽な都市・農村交流であるマルシェにおいても確認され 27）、交流

性を重視する運営者は都市住民同士の交流のために楽しく長時間滞在できる仕掛けにも力

を注いでいる。これらの運営主体による交流活動を支援する施策によって、農業や環境に

対する理解や参加・行動意欲の促進が期待できる。人口減少社会が到来する中、居住選択

性や外国人居住者の増加をふまえると、文化・交流機能は今後更に求められることが想定

され、その一定の効果を前提にして、情報格差や言語格差を解消する施策とあわせること

が求められる。 

 みどりの教育・学習機能としては、経験知として多様な環境が深い学習効果を生み出す

ことがイメージされているが、学術的に検証もされている。環境学習によって関心と理解

が進むことに留まらず、「問題を発見する力」や「推論」といった思考にまで反応レベルが

進み、それには条件が異なる複数の環境が有効であることが確認されている 28）。緑の基本

計画などで多様な環境の創出を謳う際には、多様なニーズにあわせた環境整備の意味合い

が強くでることが多いが、教育・学習の環境としての複雑さの価値も認められる。 

 みどりのコミュニティ形成機能は、災害復興の生活再建において特に検証されてきた。

阪神・淡路大震災においては、高齢者のコミュニティ形成に対して緑化活動が日常時から

非日常時に至るまで有効であることが確認され（図７）29）、これからの少子・高齢化社会

のコミュニティ施策に示唆を与えている。新潟中越地震においては、居住地の移転を余儀

なくされた際に、元の集落の緑化を理由とした郷帰りが、コミュニティの結束や心の拠り

所として機能しており、地域愛着を形作る要素としてみどりが有効であることが報告され

ている 30）。その他、ガーデニングや市民農園、都市公園の利活用、里山の維持管理など多

岐にわたる公園緑地においてコミュニティが形成され、地区単位で連携することでまちづ

くりの場として機能することも報告されている（図８）31）。 

 
図７ 被災によって途切れるコミュニティにおける緑化活動の効果 
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近年注目されているみどりの子育て支援機能としては、住居系の用途地域に隣接した

小・中学校や保育所・幼稚園といった子どもの生活圏において、プレーパークや子育てサ

ロンなどのサービスが実施され、公園及びその周辺の賑わい・活気の向上や家族と地域の

様々な人とのつながりの創出といった地域住民に対する効果まで確認されている 32）。また、

人口減少対策としてパークマネジメントを組み込んだ子育て共助のまちづくりの事例分析

からは、交流参加が総合満足度や子育ての楽しさにつながり、地域愛着や定住・転入意向

まで至る構造が示されている（図９）33）。これらの根拠を基にして、子育て層に選ばれる

まちづくりの資源として公園緑地を施策に位置づけることは、十分可能な段階にあると言

えよう。 

 

 

 

 

図８ 公園やコミュニティガーデン、小学校、保育園など 

様々な空間と主体がつながる深江地区の緑（神戸市） 

図９ 子育て支援サービスに対する利用者の評価構造 
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海外、特に米国では、みどりの不動産価値向上機能が様々な場面で重視され、公園整備

の評価指標としても用いられる。海外ほど不動産価値が上下しない国内においても、最寄

りの公園面積と周辺の緑地率が地価を上昇させることがわかっている 34）。また、集合住宅

においては、植栽地の存在が売り出し価格の増加に寄与し、特に 0～15％の緑化率の集合

住宅が新たな緑地を確保した場合の価値が大きく上昇する 35）。これらの傾向は海外でも確

認されており、不動産価格＝まちの価値として、近年の公園の均等配置への回帰に影響を

与えている。その代表例であるニューヨークの PLANYC の序章には「生活の質を求めるこ

とは、もはや漠然とした優雅さを意味するものではない。～（中略）～あらゆるところに

住む場所の選択肢がある時代において、才能ある労働者がどのような場所を選ぶのか。素

晴らしい公園やきれいな空気は、余計な飾りとは考えられていない」とある。選ばれるま

ちの基本要素としてみどりが総合計画の中心に位置づけられていることは、これからの我

が国の都市計画やまちづくりの方向性を示しているように思える。 

 

５．協働時代のみどりの計画の枠組みと EBPM 

本稿ではここまで、みどりの存在効果、利用効果、媒体効果について個別に根拠を引用

しつつ、政策・施策立案について述べてきた。近年の協働をふまえた EBPM に際しては、

計画の枠組みや根拠を得るプロセスも変化している。 

計画の枠組みについては、これまで行政が政策・施策の目標を示し、事業を推進し、そ

れを支える制度や支援の構築まで全て担ってきた。事業の推進が多様な主体によって行わ

れる協働時代においては、行政の役割は目標を示す事と制度や支援を構築することが中心

となる。市民や民間事業者を含めみんなでみどりを守り育てるためには、共通の目標がこ

れまで以上に重要となる。また、みんなの活動を支える制度や支援は、わかりやすいガイ

ドラインやメニューとして実装されることが望ましい。海外で見られる Community-Led-

Projectが Policy and Guideで構成されることからも 36）、新たな施策の示し方が読み取れる。

また、政策・施策を立案するための根拠の構築においても、協働時代においては多様な主

体の参画が望まれる。ニューヨーク市では、街路樹のデータベース作成を大規模な市民参

加で行い、それを根拠に新たな街路樹の整備や管理育成を進めている（図１０）37）。EBPM

のプロセス自体も協働型になっており、みんなが納得して行動に移すエンジンになってい

る。 
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